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２ 支援を必要とする人等の状況 

 

＜高齢者＞ 

要介護高齢者 

〇 介護保険事業状況報告（暫定）における三重県の平成 31（2019）年 3 月末

の要介護（要支援）認定者数は、9 万 9,125 人となっており、内訳は、要支

援者が 2 万 5,868 人、要介護者が 7 万 3,257 人です。 

 

〇 みえ高齢者元気・かがやきプランの第７期計画（平成 30（2018）年度から

2020 年度）では、2020 年度には要介護（要支援）認定者数は、10 万 3,758

人、要支援者は 2 万 6,023 人、要介護者は 7 万 7,735 人に増加する見込みと

なっています。 

また、2025 年度には要介護（要支援）認定者数は、11 万 3,024 人、要支援

者は 2 万 7,688 人、要介護者は 8 万 5,336 人と見込んでおり、平成 31（2019）

年 3 月末の人数から、要介護（要支援）認定者数は 1 万 3,899 人、要支援者

は 1,820 人、要介護者は 1 万 2,079 人増加する見込みとなっています。 

 

〔要支援者数および要介護者数の推移〕 

 H29 年度 H30 年度 2019 年度 2020 年度 2025 年度 

第 1 号被保険者数 519,413 523,919 526,494 528,694 526,226 

第 2 号被保険者数 606,590 603,682 601,537 598,407 583,832 

認定者総数 97,901 100,402 102,351 103,758 113,024 

要支援 

者数 

要支援 1 12,076 12,384 12,505 12,586 13,286 

要支援 2 12,780 13,043 13,258 13,437 14,402 

小計 24,856 25,427 25,763 26,023 27,688 

要介護 

者数 

要介護 1 20,329 20,644 21,067 21,364 23,343 

要介護 2 17,466 17,921 18,293 18,546 20,193 

要介護 3 13,229 13,574 13,872 14,079 15,452 

要介護 4 12,571 13,036 13,355 13,573 15,125 

要介護 5 9,450 9,800 10,001 10,173 11,223 

小計 73,045 74,975 76,588 77,735 85,336 

みえ高齢者元気・かがやきプラン（第７期介護保険事業（支援）計画策定に向けたワークシート） 

 

認知症高齢者 

〇 三重県における認知症高齢者数は平成 27（2015）年に約 7 万 6 千人と推計

されていますが、今後も高齢化に伴い増加し続け、2020 年には約 9 万人、

2025 年には約 10 万人になると見込まれています。 
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子どもの貧困の状況 

〇 全国の子どもの貧困率は、平成 27（2015）年に 13.9%となっており、平成

24（2012）年に比べて減少しています。しかし、子どもがいる現役世帯（世

帯主が 18 歳以上 65 歳未満の世帯）の状況を見ると、大人が 2 人以上いる世

帯の相対的な貧困率が 10%程度であるのに対し、大人が 1 人の世帯の貧困率

は 50%を超えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔貧困率の状況〕 

 H6 H9 H12 H15 H18 H21 H24 H27 

子どもがいる現役世帯 11.3% 12.2% 13.0% 12.5% 12.2% 14.6% 15.1% 12.9% 

 大人が 1 人 53.5% 63.1% 58.2% 58.7% 54.3% 50.8% 54.6% 50.8% 

 大人が 2 人以上 10.2% 10.8% 11.5% 10.5% 10.2% 12.7% 12.4% 10.7% 

平成 28 年国民生活基礎調査の概況（厚生労働省） 

 

 

児童虐待の状況 

〇 厚生労働省の福祉行政報告例によると、平成 30（2018）年度における全国

の児童虐待件数は 15 万 9,850 件（速報値）と年々増加しています。 

 

〇 三重県内の児童相談所おける児童虐待相談対応件数は、平成 30（2018）年

度には初めて２千件を超え、2,074 件（前年度比 124.2%、404 件増）となり、

過去最多件数を更新しました。 

相談種別別では、心理的虐待が大きく増加（261 件）しており、引き続き警

察等からのＤＶ家庭における児童への心理的虐待事案の通告が実施されて

いると考えられます。 
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＜災害時要配慮者＞ 

避難行動要支援者名簿の作成 

〇 平成 26（2014）年４月に改正災害対策基本法が施行され、避難行動要支援

者名簿の作成が市町村に義務付けられました。三重県内では、平成 30（2018）

年度までに全ての市町で作成済となっています。 

 

福祉避難所の指定 

〇 災害時に福祉的な配慮を要する方々の避難生活を支えるため、地域の要配慮

者の状況等を総合的に勘案し、福祉避難所として指定する施設を選定し指定

しておくことが必要となっています。 

三重県内においては、全ての市町で福祉避難所の指定が行われており、平成

31（2019）年 3 月末現在、計 381 施設が指定等されています。 

 

〔指定・協定締結箇所数〕 

高齢者施設 障がい者施設 児童福祉施設 
その他社会 

福祉施設 
計 

297 55 4 25 381 
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＜若年無業者＞ 

〇 平成 29（2017）年就業構造基本調査結果によると、15 歳から 34 歳の若年無

業者（いわゆる「ニート」※）は 7,000 人（就業希望者のうち非求職者 2,500

人、非就業希望者 4,500 人）で、平成 24（2012）年と比べ 400 人の増加と

なっています。 

〔若年無業者数・割合〕 

 平成 29 年 平成 24 年 

 総数 うち無業者 割合 総数 うち無業者 割合 
15~34 歳 
人口 344,300 人 7,000 人 2.0% 370,900 人 6,600 人 1.8% 

内訳）男 177,500 人 4,600 人 2.6% 190,000 人 4,100 人 2.2% 

   女 166,800 人 2,500 人 1.5% 180,800 人 2,500 人 1.4% 

 

〇 15 歳から 34 歳人口に占める若年無業者の割合は 2.0%となっており、平成

24（2012）年と比べ 0.2 ポイント増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 若年無業者（いわゆる「ニート」） 

15~34 歳の無業者で、家事も通学もしていない者のうち、以下（①及び②）

の者 

① 就業を希望している者のうち、求職活動をしていない者（非求職者） 

② 就職を希望していない者（非就職希望者） 

求職者 

 15~34 歳の無業者で、    就職希望者 

家事も通学もしていない者           ①非求職者 

②非就職希望者 
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＜ユニバーサルデザインのまちづくり＞ 

〇 平成 31（2019）年 2 月に実施した「ｅ-モニター調査」では、「ユニバーサル

デザインの意味を知っている県民の割合」は 70.4%となっており、ユニバー

サルデザインの意識づくりについては、一定の成果が見られるものの、いま

だ意識の浸透が十分でない結果となりました。 

  これについては、「おもいやり駐車場」の不適正利用や視覚障がい者誘導用

ブロック上への駐輪等にも現れているものと思われます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇「多くの人が利用する施設が使いやすくなってきたと感じている県民の割合」

は、64.4%となっており、横ばいの状況です。 

 これは、ユニバーサルデザインの認知度が上昇し、ユニバーサルデザインに

配慮されたまちづくりが進み、一定暮らしに定着してきている一方で、高齢

化社会の進展などにより、高い水準での整備を望むようになってきているこ

とや、より身近な施設等でのユニバーサルデザインに配慮された整備に期待

することなどが考えられます。 
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＜社会福祉協議会＞ 

〇 社会福祉協議会は、地域福祉の推進を図ることを目的とした民間団体であり、

民間組織としての「自主性」と、多くの住民や団体に支えられた「公共性」

を両輪に、地域住民、社会福祉関係者の参加・協力を得て、さまざまな地域

活動に取り組んでいます。 

 

〇 県社会福祉協議会では、制度の狭間の課題を抱えた生活困窮者の生活課題を

解決するため、社会福祉法人が協働して「みえ福祉の「わ」創造事業」を実

施し、「生活困窮者緊急食糧提供事業」「緊急時物品等支援事業」「生活困窮

者就労活動支援事業」「賃貸住宅入居保証事業」などの周知・啓発を行い、

相談支援窓口となる市町社会福祉協議会と連携し、対象となる地域住民の把

握や確認などの地域公益活動に取り組んでいます。 

 

 

＜社会福祉法人＞ 

〇 社会福祉法人は、社会福祉法において、「社会福祉事業を行うことを目的と

して、この法律の定めるところにより設立された法人」と定義されています。 

平成 28（2016）年に改正された社会福祉法によって、社会福祉法人の公益

性・非営利性をふまえ、法人の本旨から導かれる本来の役割を明確化するた

め、「地域における公益的な取組」の実施に関する責務規定が創設されまし

た。 

  社会福祉法人は制度や分野の垣根を越えて、多様化・複雑化する地域生活課

題に対応した、幅広い実践を展開していくことが求められています。 

 

〔県内の社会福祉法人数の推移〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省「福祉行政報告例」 
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＜市町の取組＞ 

（地域福祉計画の策定状況） 

〇 県内における地域福祉計画の策定状況（H30.4.1 現在）は 17 市町（58.6%）

と全国の策定率（75.6%）を下回っています。 

また、生活困窮者自立支援方策の盛り込み状況に関しては、11 市町（37.9%）

（全国 50.9%）に留まっています。 

 

〔市町村地域福祉計画の策定状況〕（H30.4.1 現在） 

 策定済 策定予定 策定未定 

三重県 

県内（29） １７（58.6%） ２（ 6.9%） １０（34.5%） 

市部（14） １２（85.7%） －  ２（14.3%） 

町部（15）  ５（33.3%） ２（13.3%）  ８（53.3%） 

全国 

（%） 

全国 75.6% 8.3% 16.1% 

市区部 90.9% 3.3% 5.8% 

町村部 62.1% 12.7% 25.1% 

 

［市町村地域福祉計画への生活困窮者自立支援方策の盛り込み状況］ 

（H30.4.1 現在） 

 盛り込んだ 

別の単独 

計画として 

策定 

作業中 

作業を 

開始して 

いない 

地域福 

祉計画 

未策定・ 

予定なし等

（※） 

三重県 

県内（29） 11(37.9%) 1(3.4%) 3(10.3%) 0（－） 14(48.3%) 

市部（14） 8(57.1%) 1(7.1%) 2(14.3%) 0（－） 3(21.4%) 

町部（15） 3(20.0%) 0( － ) 1( 6.7%) 0（－） 11(73.3%) 

全国 

（%） 

全国 50.9% 0.8% 6.8% 10.9% 30.6% 

市区部 68.3% 1.6% 9.2% 7.4% 13.5% 

町村部 35.7% 0.1% 4.6% 13.9% 45.6% 

※地域福祉計画の策定状況について、「策定予定」と回答した自治体を含む 

 

（地域福祉活動計画の策定状況） 

〇 市町社会福祉協議会における地域福祉活動計画の策定は、18 市町（12 市 6

町）が策定しています。 

  このうち、13 市町では、行政の地域福祉計画と一体的に策定しています。 

 


